
岩盤斜面崩壊のハザード抽出と

影響評価に向けて

(岩盤斜面のハザード評価 研究小委員会)

１．岩盤斜面崩壊調査の現状と課題

２．崩壊履歴調査の重要性

３．岩盤斜面崩壊の調査と計測

４．岩盤斜面崩壊の影響評価の現状と問題点

５．岩盤斜面で想定される崩壊/被災シナリオの分析による
ハザード評価の提案

６．岩盤斜面崩壊のハザード評価に向けて

委員長 進士正人 山口大学

委員

日外勝仁 (独)土木研究所 浅井健一 (独)土木研究所
上野将司 応用地質（株） 歌川学 (独)産業技術総合研究所
大西有三 京都大学 川北稔 (株）ドーコン
木戸研太郎 (独)水資源機構 久慈雅栄 前田建設工業（株）

小俣新重郎 日本工営（株） 小山倫史 京都大学

蒋 宇静 長崎大学 栃本泰浩 川崎地質（株）

中井卓巳 （株）アーステック東洋 中村真 （株）ニュージェック

丹羽廣海 （株）フジタ 萩原育夫 サンコーコンサルタント（株）

長谷川 淳 (財)鉄道総合技術研究所 蓮井昭則 (株）間組
馬 貴臣 岐阜大学 松田浩朗 飛島建設（株）

三木 茂 基礎地盤コンサルタンツ（株） 山田文孝 三井住友建設（株）

幹事

西村強 鳥取大学 島内哲哉 明治コンサルタント（株）



1. 岩盤斜面崩壊調査の現状と課題

中井 卓巳1*・ 進士 正人2・ 大西 有三3

1*  （ 株） アーステッ ク東洋（ 〒601-1374京都市伏見区醍醐西大路町44-32）

2 山口大学大学院教授理工学研究科（ 〒755-8611山口県宇部市常盤台2-16-1）

3 京都大学大学院教授（ 〒606-8501 京都市左京区吉田本町）

1.1  まえがき

岩盤斜面崩壊という 事象は，道路・ 鉄道などの交通に

関わる社会資本やダムなどのエネルギー分野の社会資本

の基幹施設が自然界と接する部分で発生することで， 道

路・ 鉄道およびダム等に関する固有の災害となる． 特徴

は大規模な崩壊ではもちろんのこと ， 非常に小規模な落

石のよう な事象においても人命を損なう 可能性があるこ

とにある． また， 交通に関わる固有の特性から，一度岩

盤崩壊の事象が発生すれば， 交通に支障がでることによ

っても多大な経済的な損失を被る． さらに， 岩盤崩壊事

象は，地震発生とよく 似て突発的な事象であることがあ

り ，予測手法が開発段階であることに加え，統計的に取

り 扱えるほど多量の発生もないことから，統計手法の適

用にも困難が予想される．

更に北海道を例にとると ， 大規模な岩盤崩壊災害は，

崩壊予測が可能になったとしても， 自然界の巨大な営み

であるエネルギーの放出は対策工等の導入により 防ぎき

れるとは思えない程である．最近では，減災・ 避災を合

い言葉に， 道路計画を見直すなどのソフト 対応も重要で

あると指摘されている． さらに災害の可能性のある既存

の施設などでは，上記のよう な議論も含め， 施設利用者，

地元住民，納税者との相互コミ ュニケーショ ンによる減

災・ 避災を進める必要が説かれている．

本論文は，土木学会岩盤力学委員会内に設置された豊

浜ト ンネル事故を発端にした検討委員会を端緒と して，

長い期間にわたり 調査・ 解析・ 設計の方針を求めて検討

してきた結果をまとめたものである．残念ながら，検討

はまだ途上にあり ，複雑な岩盤斜面崩壊への防災・ 減災

への決定的な予測・ 対策技術の確立は完了していない．

ここではハザード評価研究委員会と して， これまでの検

討を通じて得ることのできた結果を整理して，その現状

とその課題を報告する．

(1) 類型化と解析の為のモデル化

岩盤斜面崩壊の挙動を説明する必要があった．考案さ

れた類型化した崩壊形態を利用して，現実の斜面の安定

性評価に結びつける試みがあり ， さらに地質的な不連続

面，斜面の幾何形状， および地下水条件といった組み合

わせが，崩壊の危険性を高くするという経験的な事実を

寄せ集め，熟練者が総合的な判断を行う ことが現実的な

対応と されている． この推定の流れを確固たるものにす

るために，収集された各種データの分析，ボーリ ング調

査等地質調査・ 物理探査及び各種の室内実験の岩盤斜面

崩壊への適用の条件の整理までの各種検討を行い， また

図-1.1に示すよう に， 岩盤斜面に適合した数値解析手法

に適合するモデル化1)の研究を進めてきた．

(2) 調査と解析の技術

委員会の主たる目的を整理すると ， 岩盤斜面の安全性

の評価を確実に行う こと といえる． しかしながら，現実

の岩盤斜面では，図-1.2に示されるよう な複雑な地質条

件， 岩石・ 岩盤物性の強い不均質性，地下水の流れの複

雑性などにより詳細な解析は難しく ，解析的にメ カニズ

ムを追求するにも限度がある．そのよう な背景のもとで，

委員会では，事例研究から岩盤斜面崩壊に対する調査技

術に関する考察を行い，取り 組むべき解析および計測技

術と組み合わせる効果的な調査技術を提案することがで

きた． また， 岩盤斜面に適した解析技術に取り 組み，

様々な解析法の整理と適用性について検討を加えた．

図-1.1 不連続性岩盤のモデル化の手順の考案1)



(3) 計測の重要性と役割

岩盤崩壊挙動を監視するための計測システムについ

て検討を加えた．従来から使用されている計測機器のよ

う な局所的な観測に代わり ，広範囲にわたって面的な観

測を連続的に評価する計測手法を構築した．具体的には，

委員会では，岩盤崩壊観測として多数の計測点を迅速か

つ高精度に計測するデジタルカメ ラを用いた精密写真測

量手法の適用を提案した． また，精密な変位計測の変動

についてのト レンド 解析の重要性を指摘した． さらに，

危険箇所を抽出する過程での航空レーザー地形測量の重

要性を指摘した．

(4) 調査・解析技術の適用の過程

調査， 解析および計測技術を検討した結果， 全体系

と して，次のよう な管理システムを提案している．

危険箇所抽出技術と して，デジタル写真やレーザー

地形測量を過去の災害履歴を記したハザードマップを両

輪として用いることが重要である．

個々に抽出された危険箇所の防災・ 減災技術と して

は，数値解析による安全性の評価と精密な変位観測によ

る崩壊予測が重要である．

1.2 リスク概念の導入

ここで，我々の当面の目標と したリ スク概念の導入2)

について整理した．

(1) リスク概念の導入

ISO/IEC Guide 51によれば， 安全な状態と は「 freedom 
from unacceptable risk」 と され， と う てい許容できないリ
スクから 安全を確保さ れている 状態と 考えられる ．

「 risk」 とは， 「 combination of the probability of an event and its 
consequence」 と定義されているので，当面ここでは， 道
路・ 鉄道を岩盤崩壊という イベント から守り ，安全な状

態をつく るには， イベント とその頻度を特定し，その影

響度を推測することが必要となる．

岩盤崩壊は許容できない領域にあれば， リ スクをリ ス

クとしてと らえるのではなく ，真っ先に対策や回避の必

要がある． リ スクを考慮して， リ スクが低減できるか，

またはそのコスト を算出できて他の対策と比較できるよ

う な場合には， リ スクマネジメ ント の出番になる． この

よう なリ スク概念を導入した場合には，我々の目標は，

イベント とその頻度を特定し， 岩盤崩壊・ 落石の特徴に

基づいてハザードの特定を行ない， シナリ オを想定する

こと となる．

(2) リスクと岩盤斜面崩壊に対する技術適用フロー

イベント を特定する際には，網羅的でなければならな

いし，その為にはエキスパート によるイベント の洗い出

しが重要となると思われる．目標達成のために用いる手

法の検討を実施し，手順を図-1.3に整理した．

1.3 形状測量の重要性と変位観測の重要性

(1) 計測することは知ることである

「 計測すること は知るこ と である． 」 斜面のハザー

ド ， 特に岩盤崩壊を的確に判定する(スク リ ーングの場

合と 崩壊予測に関する精密な計測)ためには，計測・ 観

測という方法を避けては通れない．観測の理想は常に、

継続的に(動的に)対象の健全性を評価する循環的・ 継続

的な観点で構成されることが望ましい．対象をじっと 見

て、その変化から機能不全の程度を予測し、 修復が出来
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図-1.3 リ スクシナリ オの想定手順

図-1.2 岩盤の不連続面による複雑性の例



なく なる前に対処するという システムが望まれている．

この観測の考え方に、 ハザードの生じる確率と修復

コスト を掛ければライフサイクルコスト の積算にもなる

し、 修復の管理をコスト 面から行えば資産管理(アセッ

ト マネジメ ント )の観点に基づいたシステムにまで発展

する基幹的な部分であろう ．

(2) 計測に2系統あり

観測については，我々は2つの幹にわけたアプローチ

を取ること とした．

「 見る」 手法は、 二つの分野から構成される．ひとつは

法面の健全性に決定的な要素となる形状計測である．オ

ーバーハング等の法面そのものの形状を明確に把握する

こと と法面の後背地の集水地形・ 開発による地形変更を

知る観測であるといえる．

もう 一つは、法面の変位をモニタリ ングすることであ

る．適切な場所を適切な方法で計測することで、法面の

安定性の低下を検出することが可能となる． この場合、

安定性の均衡が崩れる 「 基準値」 を知っておく こと で

様々な維持管理を施すことが可能になる．

1.4 事例から学んだこと

委員会では岩盤崩壊の事例3)を広く 日本各地に求め，

大規模から小さいものまで整理した．委員会では事例研

究により 重要な示唆を得た．

(1) 事例の整理

まず，図-1.4には崩壊形態の割合を示した． すべり 形

態がやや多いが，代表的な「 すべり ・ ト ップリ ング・ 崩

落」 で全体を3等分していることがわかった．

また，図-1.5では，対策工を整理した結果を示す． こ

れによると ，複合的な対策が多い． 特徴としては，規模

が大きい場合は，迂回する手法がと られ， 特定できる岩

体などは，除去工が実施されていることである．

岩盤崩壊では，素因と誘因という整理の替わり に持続

的要因と加速的要因という言葉を用いること も試みられ

ている． これらの要因を図-1.6に整理したが，加速的要

因とすべき降雨と地震に対しては直接的な関係が認めら

る事例が少なく ，不明と される事例が半数以上で，崩壊

メ カニズムの合理的説明への妨げとなっている．

(2) 事例から学んだ岩盤崩壊調査・解析手法の進展

事例から得られた岩盤崩壊調査・ 解析手法の変化につ

いて表-1.1にまとめた．

1.5 課題

(1) 基準値の設定

すべり

トップリング

崩落，落石

大規模岩盤崩壊

９

１

６

６

崩壊後調査・対策 7
発生前調査 15

図-1.4 崩壊形態の割合

迂回ルート

除去

防護工

予防工

対策工

(1)規模が大きく連続する
場合は，迂回策．

(2)特定できる場合は除去．

(3)小さな危険が分散する
場合．

除去，抑止を組み合わ

せる．

(4)落石，崩落 (小規模)
防護工．

複合対策

24%
迂回ルート

除去

防護工

予防工

14%
24%

38%

図-1.5 対策種別の割合

メカニズムに迫る素因と誘因はあきらかになったか?

地質の性状

地形(オーバー
ハング)

不連続面

その 他

素因

地形
急崖と大きな落差
オーバーハング

地質性状

不連続面

不明

工事

降雨

地震

凍結．融解

誘因

降雨

工事

地震

地形，地質
そのものが
誘因?

15%

28%
42%

15% 55%

9%

15%

15%

5%

オーバーハングを伴う地形，開口した 割れ目，流れ盤，風化し易い地質，etc
降雨や地震との直接的な関係は，判然としないことが多い．

(持続的要因と加速的要因)

図-1.6 崩壊要因の整理

表-1.1 岩盤崩壊調査・ 解析手法の進展
項目 機器及び内容 評価

測量・ 形状認識
写真測量
レーザー測量

3次元の詳細地形形状の
入手が可能になり ， 3次
元解析モデルの作成にも
寄与

調査方法(機
器) の変化

ボアホールカメ
ラ
壁面踏査

急斜面， 崖を対象と する
ため， ボアホールカメ ラ
の使用が一般的と なる

モニタ リ ング
手法

ケーブルセンサ
監視テレビ
伸縮計・ 高精度
変位計
デジタル写真計
測

非接触， 画像計測の発展
があり ， 危険な設置作業
から 解放さ れる
岩盤の突発的な崩壊に備
えては高精度， 長期化な
どの課題は残る

解析手法
落石解析， 岩盤
解析

被害予測シミ ュ レーショ
ン， 落下後の挙動予測の
分野での使用に有効であ
る と 評価さ れ， 今後の予
測シミ ュ レーショ ンと し
ての実務への採用に期待



危険 な 箇所 の
抽出 と 長期的
な監視変位観測等の

崩壊予測

手法
・ ハザー ド マ ッ プ

の整備
・ 精密地形・ 形状の

測量

手法
・ 数値解析に よ

る予測
・ 精密 な 計測 と

変動解析に よ
る予測

図-1.8 防災・ 減災の循環的対応

安全性の評価の段階では，基準値の設定が必要である．

見ることは知ることであるから，観測を続けることで安

全性を認めることができるよう にはなるにしても，日々

の判断の中では，観測は閾値を得た場合に現実的な意味

が生じると もいえる．

基準値を、現存のすべて法面に対して個々に得るには

費用も時間もかかる．解決策と して，類型化した法面・

崩壊モードに対して、 よく 似た法面での安定性評価を準

用することが考えられる．その為には、基本的には類型

化したモードについて解析手法を用いた検証が必須とな

ると考えられるが， コスト のバランスについての議論が

不十分である．

また， このよう な手順は，法面を長期にわたって「 見

る 」 場合に、法面のどの場所を， どう いう 方法(どのパ

ラメーター)で計測し続けたら良いのかを科学的に検証

するためにも利用することが可能になるので，全体コス

ト を低減できる手法であるともいえるのである．

(2) トレンド解析3)

また、 ト レンド 解析と称される変位の傾向を安定性と

結びつける解析技術の導入が不可欠である．図-1.7では，

温度と変位が年ごとに調和的に変化していた後，突然調

和的な傾向から外れたデータがグラフ下方に出現した．

この異常データの出現を評価し，警報を鳴らすことが必

要とされている．

(3) 時間軸の追加

岩盤崩落を予測して、防災・ 減災に寄与する過程は循

環的である．時間軸に沿った現象を扱う ため、 螺旋的で

あると もいえる．ひとつの例と して，防災・ 減災に関わ

る手順が，時と共に科学的に発展を遂げるため，図-1.8

のよう な仕組みで機能すると考えられる．

1.6 今後の展望

よく 例えに出される医学・ 医療の世界では，土木の世

界に先駆けた診療ツール（ 物理探査の道具） が開発にし

のぎを削っているが，患者に最初に接する問診の重要性

も再認識されている．特に初診の場合には，経験の少な

い医師がまず問診し，続いて経験豊かな教授・ 准教授が

問診をしている．医療のツールを使わなく ても患者の病

気モデルを経験から決定している訳である．そのモデル

を検証するために， より詳細な検査が続いて実施される

訳であるが， この問診の段階こそ，階層的管理手法の第

1段階(委員会報告書でループ①3)と称する)に相当するも

のと考える．

ループ①の段階で，判断に使える道具は，限られたも

のである．ハンマーとク リ ノ メーターがその代表である．

医療の世界では，問診の際に経験の浅い医師でももう 少

しましな道具を持っている．ハンマーは，聴診器にあた

るとすれば，医師はこの段階で，血液検査結果，尿検査

結果を使用できるかもしれない． う まく 行けば， エコー

が使用できる可能性もある．

ループ①にもう 少し， ましな道具が揃えば， 岩盤斜面

崩壊の診療・ 管理に都合がいいことがたく さんある．

ループ①という初期段階において，以下に示す技術が

幅広く提供されれば， 岩盤斜面崩壊予測への道も近く な

ると考える．

①デジタルカメ ラによる撮影解析や比較解析

②半自動解析による地形の3次元表示

③画像解析による節理面や断層面などの抽出

④岩盤斜面の自由面と不連続面を決定してモデル化

（ ポリ ゴンタイプの形状モデルを決定）

⑤3次元視覚化した画面で簡易シミ ュレーショ ン

これらの後に，詳細な調査計画，解析(ループ②)に移行

することで，患者（ 岩盤斜面崩壊） は確実に減ると考え

ている．
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２．崩壊履歴調査の重要性
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2.1 危険箇所特定に向けた崩壊履歴の活用

岩盤斜面崩壊のハザードを評価するに当たっては，先

ずどこの斜面が危険かあるいは評価を要するかを特定し，

その後に崩壊の影響度等を考慮した評価を行う必要があ

る．危険箇所の「特定」については，ある区間延長や領

域を持った範囲から岩盤崩壊の危険性の高い区域や斜面

を絞り込む段階と，すでに危険と評価されている斜面に

おいて実際に崩壊するであろう部位や規模などを推定す

る段階の２つに分けられる．

前者には，調査地区の災害履歴などの過去の経験から，

崩壊が発生しやすい地形・地質条件を明らかにするとと

もに，崩壊が頻発する要注意なエリアというものを絞り

込む経験論に基づくアプローチがあり，後者には，一般

的な現地での地質調査や安定解析に基づいた安定性評価

により危険岩体を特定するアプローチの他，崩壊へつな

がるような事象の変化をモニタリングすることにより不

安定箇所を抽出するアプローチがある．また，後者の不

安定化の変化を捉える手法には，計測・監視により変化

を定量的に把握する「モニタリング」と，定期的に時間

を空けて変化を調べるより定性的な「点検」がある．

岩盤斜面のハザード評価研究小委員会の特定評価ワー

キンググループ（WG1）では，崩壊履歴により着目し，
崩壊危険箇所特定の方法について検討するものである．

2.2 岩盤斜面の崩壊履歴調査の目的と現状

地象・気象状況の似た地域においては，崩壊の素因や

崩壊形態が類似したものとなると考えられることから，

地域の斜面防災を考える上で，崩壊履歴の整理分析によ

り過去の崩壊発生状況を事前に把握して置くことは，斜

面の安定性を評価する上で，今後起こりうる崩壊の規模

と頻度の目安を得られる点でも有益であると考えられる．

また，崩壊履歴を分析することで，どういった地形・

地質状況の地域において，崩壊の危険性が高いかという，

ある程度の面的な絞り込みができるだけではなく，調査

地域に多くみられる崩壊形態や崩壊の地形・地質的特徴

を前もって整理しておくことで，現地調査を行う際の着

目点の明確化と崩壊危険要素の見落とし防止にもつなが

る．斜面崩壊の危険性を評価するためには，現地の斜面

状況から得られる様々な情報を基に，幾つかの崩壊形態

の可能性を仮定した上で，詳細な現地調査，安定解析，

計測・監視などの検討を重ね，将来起こりうる想定すべ

き崩壊形態を絞り込む必要がある．その際にも，過去の

崩壊事例集ともいえる履歴情報は重要な情報となりうる．

過去の崩壊情報から崩壊形態などを整理する上で，や

はり誘因についても考えなければならないところである．

斜面崩壊の誘因としてまず挙げられるのは，降雨と地震

である．不連続面や強度のバラツキのため完全な可視

化・モデル化の難しい岩盤斜面においては，崩壊発生の

直接的な引き金としての力学的評価はまだ研究途上の面

もあるが，崩壊との関わりは疑い様もないので，崩壊時

の気象状況や地震の有無も併せて整理を行う必要がある．

また，崩壊諸元の整理項目については，崩壊の前兆現

象の有無も重要な要素である．前兆現象は崩壊が発生す

る最終的な段階において斜面に顕在化する現象であり，

落石などの小崩壊の発生や亀裂や湧水，はらみだし等の

変状の例も報告されている．大規模崩壊の中では，一気

に全ての箇所が崩壊するのではなく，小崩壊の発生から

数時間から数日を経た後に大規模な崩壊へと至ったケー

スもある１），２）．これら前兆現象ともいえる変状の発生

状況を収集整理し，崩壊の発生そのものを事前に察知し

ソフト対策や緊急対策により被災を防止・低減する上で

も，日常的な点検や調査の中で崩壊の前兆現象を的確に

補足する方法を検討することが期待される．

また，岩盤自然斜面に対し，一箇所の斜面のみを調査

するのではなく，面的な広がりを持った調査範囲におい

て，周辺の崩壊状況等を調べ，その地域の特性を把握し

ておくことは，個々の斜面の安定度評価だけではなく，

地域全体でのハザード評価を考える上でも有益である．



2.3 岩盤崩壊に関する調査・研究事例

岩盤崩壊の事例については，土木学会の過去の委員会

でも国内外の事例が一覧として整理され３），岩盤斜面

の崩壊や対策の事例について動画も交えたCD-ROM版書
籍としてまとめられている４）．また，崩壊が大規模で

復旧に時間を要したり人的被害があるなど社会的な影響

が大きな場合には，学会による調査団や事故調査委員会，

対策検討会などが設けられるとともに１）,２）,５）,６）,７），

崩壊原因の解明やその後の対策方針，計測技術などにつ

いて様々な検討がなされてきている８）,９）,１０）,１１）,１２）．

豊浜(1996)５），白糸(1997)６）と，立て続けに大規模な
岩盤崩壊が発生した北海道においては，北海道日本海沿

岸における大規模岩盤崩落検討委員会によって，同地域

の急崖の地形・地質特性と大規模岩盤崩落の特性につい

て地球科学的マクロな視点による調査・検討結果がまと

められている１０）．その中では，発生事例の少ない規模

100ｍ3以上の岩盤崩壊に対し，既往文献や災害履歴資料

の収集の他に，空中写真やヘリコプターを用いた崩壊跡

の抽出や現地調査を行い，崩壊の規模や形態などの崩壊

諸元の推定を試みている．岩盤斜面として管理され始め

て以降の発生件数自体がそもそも少ない上，岩盤崩壊の

特性を分析するに十分な情報量を備えた崩壊履歴の蓄積

システムが確立していない岩盤崩壊の分野においては，

崩壊跡を調査し崩壊事例データを補うことが重要であり，

かつ必要であると思われる．また崩壊跡調査は，想定外

の位置や規模，メカニズムで岩盤崩壊が発生した場合に

おいても，その原因解明，または周辺地域における同様

の機構による崩壊可能性箇所の抽出を行うことで，再発

防止の面でも有効な手段となりうる．

現在は過去の積み重ねの上にあり，また未来は過去か

ら現在に続く延長線上にあると考えると，崩壊や浸食が

繰り返されて形成された現在の斜面形状を調査・解析し，

過去の崩壊形態および素因を明らかにすることで，はじ

めて次に起こるかもしれない将来の崩壊について推測し

備えることが可能となる．同様の考えの基，えりも町斜

面崩壊(2004)１）を受けて実施された研究では，北海道襟
裳岬周辺の崩壊履歴や現在の斜面形状と素因との関係に

ついて調査し，崩壊特性等がとりまとめられている１３）．

また，崩壊危険岩体の特定については，履歴分析によ

っていずれ崩壊が発生するであろう危険な一連の区間を

絞り込むことが出来たとしても，ごく近い未来に実際に

崩壊する岩体までを正確に特定することは極めて困難で

あると考えられる．岩盤計測の実施事例１２）においても，

数年と限られたモニタリング期間内で崩壊（あるいは不

安定化）した例は少なく，計器をつけた近傍や想定して

いた崩壊範囲から多少外れて崩壊するなど，危険箇所の

詳細な位置特定の困難さを示す報告もある．

その根源的な理由として，人工材料からなる他の土木

構造物と異なり，岩盤斜面が不均質性（バラツキ）を伴

った自然材料によって構成されており，さらにはその内

部の状況を正確にかつ隈無く把握することは極めて難し

いことからも容易に想像がつく．その他，崩壊が発生す

るまでの時間スケールの違いも要因の一つと考えられる．

岩盤崩壊が発生する頻度は，数年から数十年，あるいは

もっとそれ以上ということもありえるのに対し，人間が

岩盤斜面の管理や監視を始めてせいぜい数十年程度しか

経っておらず，岩盤崩壊の発生現象を計測器やビデオ動

画でつぶさに捉えられた事例は稀有と言ってよいくらい

であり，モニタリング箇所の選定に関しては，崩壊発生

情報の収集とともに，これからの課題であると言える．

崩壊履歴情報を最大限に活用するためには，より多く

の項目からなる詳細な情報が，また，傾向や特徴の違い

が分析出来る程の十分な件数の崩壊情報の蓄積が必要と

なる．しかしながら，現在系統的に整理されている災害

履歴情報というのは限られているのが現状ではあるが，

過去に実際に崩壊した例は数多く存在し，前述の崩壊跡

調査事例１０）の様に現在の斜面に残された「崩壊跡」を

詳しく調査することは，崩壊履歴情報の件数充足という

面からも極めて有意義であると考えられる．

現在，保全対象と考えられる岩盤斜面としては，自然

斜面では道路斜面，鉄道斜面，治山・砂防斜面などが，

人工斜面ではダムや鉱山などの掘削斜面や地下空洞など

が，挙げられる．そのうち箇所数が多く管理の情報も充

実している道路斜面を例にとると，道路防災点検という

形で数年に一度（H18，H8，H2…）安定度調査が実施さ
れ，その結果に基づき要注意な斜面については毎年カル

テ点検が実施されている．崩壊履歴に関しては，直轄国

道にて通行規制が発生した災害についてはデータベース

化されており，災害特性についても分析がなされている．

その詳細については次節2.4にて後述する．道路におけ
る災害とは，一般に通行規制を伴うものを指し示す場合

が多く，通行規制に至るか否かは，防災対策工のレベル

に大きく依存している．対策工の影響範囲内に収まり通

行規制に至らない場合や，事前に不安定化が予見され原

因が対策・除去された場合もあり，通行規制状況が必ず

しも崩壊発生状況を表している訳ではない．岩盤斜面の

リスクではなくハザードを評価するために岩盤斜面の崩

壊特性分析を行うのであれば，「災害」だけではなく

「崩壊」履歴についての調査分析も必要であると考えら

れる．ただ，被災規模に依らない崩壊履歴の情報となる

と更に数が絞られてくるが，既に廃道となった道路斜面

における調査・研究も一部の限られた範囲ではあるが始

められているところである１４）．



2.4 国道斜面災害ＤＢについて

岩盤斜面崩壊に限らず，直轄国道で通行規制を伴う災

害が発生した場合には，災害発生箇所を管轄する地方整

備局等から国土交通本省へ災害報告が行われる．災害報

告の資料は緊急的に作成されたものではあるが，発生日

時，誘因，崩壊形態，規模，場合により地形・地質の概

略などが記載されることから，重要な災害履歴情報であ

る．しかしながら，現状ではこれらの災害報告の情報は

必ずしも系統的に蓄積されているわけではない．また，

災害報告では後に詳細調査が行われた場合であってもそ

れらの情報は追記されるわけではない．これらの災害報

告や詳細調査の情報を系統的に蓄積しデータベース化す

ることができれば，各地域で発生しやすい災害の形態，

規模，地形・地質的特徴などを調査する上で有益である．

災害情報のデータベース化の例として，矢島ほか１５）

が直轄国道の斜面災害約15年間分についてデータベース
化し統計的な分析を行った事例がある．ただしこの事例

で構築したデータベースは災害報告をもとにしているた

め詳細な情報は含まれていない．したがって，このデー

タベースでは災害のマクロ的な特徴は把握できるが，現

場の防災事業への活用の面からは各災害について形態，

規模，地形・地質的特徴などの詳細情報も含めて蓄積・

データベース化していく必要がある．また，本シンポジ

ウムの主題である岩盤斜面崩壊のハザード評価の上から

も，崩壊シナリオの想定のために各災害についての詳細

な情報の蓄積が必要である．

以上の背景をもとに，直轄国道においては，平成20年
度から発生する斜面災害について，各災害の詳細な情報

を含めて一定の様式による災害事例の収集・蓄積，デー

タベース化を開始したところである．収集する情報は，

概ね通行止めが発生する程度以上の規模の道路斜面災害

（道路防災点検の災害種別のうち斜面の変動・崩壊によ

るもの）について，発生日時，位置，地形，地質，崩壊

形態，規模（高さ，長さ，幅，深さ，勾配，土量），被

災状況（人的・物的被害，対策工被害），誘因，降雨等

の状況，既往対策工，既往点検結果（道路防災点検，カ

ルテ点検），既往災害，災害後対策工（応急，恒久），

専門技術者による防災上の所見（崩壊機構，対策工の効

果，災害防除のための留意点等）などであり，それらの

状況がわかる図面・写真を添付することとしている．こ

れらは道路防災行政への活用を目的とするものであって

岩盤斜面のハザード評価に特化したものではないが，岩

盤斜面崩壊のシナリオ想定の観点からは，崩壊形態，規

模，原因のパターンとその発生頻度を明らかにする上で

有益な情報である．

2.5 まとめ

岩盤斜面崩壊に限ったことではないが，その地域で発

生する崩壊の形態，規模，原因のパターンとその発生頻

度を明らかにし，災害発生のシナリオを想定することは

斜面災害のハザード評価を的確に行う上で重要である．

崩壊履歴はそのための基本情報であり，これを系統的に

蓄積し，活用していくことが必要である．
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３．岩盤斜面崩壊の調査と計測
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3.1 調査・計測とハザード評価の流れ

岩盤斜面崩壊のハザード抽出と影響評価において，斜

面の調査，計測は，①崩壊の可能性の高い箇所の特定，

および②特定された箇所のハザード解析のために必要な

情報の収集， を主な目的として進められる．

逆にいえば，広域な概略調査から進めていく中で，ハ

ザード評価の候補と考えられる箇所が浮かび上がってき

て，引き続き調査や計測の精度を上げつつ，場合により

解析とのフィードバックを繰り 返すことにより ， ハザー

ドの対象箇所が絞り込まれていく ， という 手順であると

考えられる．

調査の進捗とハザード評価との関係について，著者ら

は，おおまかに図-3.1に示すよう な流れで整理できるの

ではないかと考えている．

図-3.1の考え方の主なポイント は次のとおり である．

・ 調査の段階を大きく 「 概略調査」 と 「 詳細調査」 に

分けて考える 1)．

・ 概略調査を進める過程において，ハザード候補地の

一次評価を行い，何らかの「 対応」 をとるべき斜面

を抽出する．

・ 一次抽出された斜面においてとるべき対応は，当該

斜面の自然条件およびその属するプロジェクト 分野

（ 道路， 鉄道，ダムなど） の特性やニーズをふまえ

て決定される．

・ 詳細検討段階では，上記の対応方針に沿って，適切

な調査・ 計測が進められる． またこの段階において

は，必要に応じ解析による予測も行われ， これらが

密に連携して検討が進められる．

このよう な流れで，斜面におけるハザードの特定・ 評

価が進められると考えられる．

なお， 「 ハザード 」 の定義や， 評価対象とすべき斜

面・ 岩体の規模や危険度（ 崩壊確率） の解釈は，必ずし

も確立されてはいないと思われる．本稿ではハザード評

価の概念を広義に捉え，ある程度絞り込まれた危険斜面

における「 ハザードの特定」 に範囲を限定せず， より 初

期段階からのハザード対象候補の抽出における概略調査

から視野に入れて考察している．

3.2 分野ごとの考え方の例

岩盤斜面の安定が検討対象となり う る土木プロジェク

ト は，道路， 鉄道，ダムなど多岐にわたる．そのため，

ハザード評価のための調査，計測の具体的な進め方は，

斜面の特性とプロジェクト 分野ごとの特性やニーズ等に

よって様々に変化する．

以下に，岩盤斜面を取り 扱う 代表的な分野として， 道

路， 鉄道，ダムにおける事例を簡単に示す．一般にはハ

ザードという 語は道路斜面の分野で馴染みが深いが，上

述のよう な考え方により ，それ以外の分野についても比

較参考の意味も含め紹介するものである．

(1) 道路，鉄道の場合
長大な線状構造物である道路や鉄道の沿線には，様々

な規模の岩盤斜面が無数に存在することから， これらを

維持管理するためにはハザードを適切に抽出し評価する

ことが必要となる．道路や鉄道においては，ハザードの

抽出法や評価法と して経験的手法が用いられることが多

い． これは，本手法が目視による観察や簡易な計測など

を主体と し，多数の斜面を迅速に評価できるためである．

本手法に基づく斜面の評価基準と して， 道路では落石対

策便覧2）をはじめ，道路防災点検の手引き 3）や防災カル

テ作成・ 運用要領4）等が， また鉄道では落石対策技術マ

ニュアル5）等が策定され， これらをもとに定期的な点検，

計測や，その結果に基づく対策が実施されている． いず

れの分野においても， 調査対象斜面の選定から対策に至

るまでの流れは類似しており ， 概略的には以下のよう に

まとめられる．



図-3.1 調査・ 計測とハザード評価の流れ（ 試案）

⑧崩壊危険箇所の計測・監視
　　　　　　　※具体の計測・監視方法は
　　　　　　　　　プロジェクト分野により異なる
⑧-1　直接計測

　・表面（伸縮計、傾斜計、地震計など ）

　・岩盤内（ク ラ ッ ク 変位計、ＡＥ計測、

　　　　　　　間隙水圧計など ）

⑧-2　間接計測

　・レー ザ ー 測量、落石検知センサ など

計　測 ・ 監　視

解析による予測

　

対象斜面のハザード評価

　ハザード評価対象候補斜面の 選定
　　何ら か の 対応をとるべ き斜面を抽出

　　可能性の 高い崩壊形態を推定

　どのような対応をとるか ？
　　当該斜面の特徴に より 、

　　調査・計測の 力点が 異なる

　　（ハ ー ド対策主体か、ソフ ト対策主体か ）

崩壊危険箇所の絞り込み

　考えるべ き斜面の特徴
　　　　※プロジェクト分野により異なる
　　・斜面規模、箇所数

　　・自然斜面か 、人工掘削斜面か

　　・計画・設計変更の 自由度は

　　・詳細調査の難易度は

　　・人的被害回避・軽減対策は

　　・施設破壊の影響や復旧の難易度は

①危険な岩盤斜面の 抽出
　地形など か ら 崩壊の発生しやすい箇所を抽出

　・地形図、航空写真、崩壊履歴など

②崩壊形態と規模の 調査
　微地形や概略地質構造（不連続面等）の把握

　・写真解析、リモー トセンシング、地表踏査など

③危険度に関する概略調査
　崩壊の前兆現象の把握

　・崩壊履歴、点検・監視記録など

④発生時の影響度の概略調査
　崩壊と保全対象物件等と の関係の把握

　・地形・地衣状況、崩壊履歴、対策工など

概　略　調　査

※①～④の具体の調査手法は
　プロジェクト分野により異なる

⑤崩壊危険箇所特定のための 地形調査
　三次元幾何形状の把握

　・地表測量、画像解析、

　　レー ザ ープロファイラなど

⑥崩壊危険箇所特定のための 地質調査
　地質構造、特に不連続面分布の把握

　・ボー リング 、ボアホールTV、物理探査、

　　トレー サなど

⑦岩盤・岩石の強度・変形性試験
　解析のための物性値の把握

　・岩盤せん断試験、孔内載荷試験、

　　岩石圧縮試験など

詳　細　調　査

※⑤～⑦の具体の調査手法は
　プロジェクト分野により異なる



①調査対象斜面の選定

災害履歴などの資料調査による調査対象斜面の絞

込み

②概略調査

資料調査，空中写真判読， 現地踏査による詳細調

査や対策が必要な箇所の抽出

③詳細調査

詳細現地踏査や計測などによるハザード の特定・

評価

④対策工の選定および施工， または定期的な監視

③のハザード評価に基づき，対策の方針などを策

定する

一方， 道路と鉄道の相違点としては，以下の項目等が

挙げられる．

・ 道路は不特定多数の使用者（ 自動車等） が利用する

のに対し， 鉄道は使用者（ 列車） の運行が管理さ

れている．

・ 災害発生時等の異常時には，道路は通行規制や迂回

路設定等柔軟な対応が可能であるが， 鉄道は対応

が困難である．

・ 道路は沿線斜面へのアプローチや資材搬入が容易で

あるが， 鉄道は付近に道路がなければアプローチ

に労力を要することがある．

・ 沿線斜面に所有する用地の広さは，道路が著しく狭

小なのに比べ， 鉄道は鉄道林と して広範な用地を

有する場合がある．

・ 一般に，切土のり面の規模は鉄道より も道路の方が

大規模となる場合が多い．

このよう な背景から，詳細調査から対策に至る段階で

は，分野ごとに異なる手法が採られることがある．

道路の場合，通行規制の導入やルート の変更が可能で

あることや， 斜面へのアプローチが比較的容易であると

いう利点を生かし，ハザードの評価を行う 際，経験的手

法の他に，定量的な調査手法と して物理探査やボーリ ン

グ調査，岩石試験等を実施する場合がある．例えば，伸

縮計や傾斜計， AE，写真測量などによるハザードのモ
ニタリ ングに関する検討が行われている 6， 7， 8など） ．

また鉄道では，付近に道路がない場合，対象とする斜

面へのアプローチに労力を要する場合が多く ， 定量的な

評価手法を実施する際に必要な機材を搬入することが容

易ではないなどの理由から，多く の場合，経験的手法に

よりハザードの特定や評価が行われる． また， ハード対

策が困難な大規模岩盤斜面については，列車の運行が管

理されているという特性を生かし，落石検知装置を導入

する場合がある．

(2) ダムの場合
ダム，鉱山，発電施設等の建設においては，道路や鉄

道等のいわゆる線状構造物における場合より も，掘削高

さおよび掘削除荷量の点で大規模な岩盤掘削斜面が形成

され，自然状態では安定であった斜面の不安定化が問題

となる場合がある． このよう な場合は，斜面表層の岩体

の安定のみならず地山深部の応力変化の影響も考慮する

必要がある．

これらの斜面は，数の上では道路や鉄道のハザード対

象斜面よりはるかに少ない．一方， このよう な斜面で崩

壊が生じた場合，崩壊規模は大規模となり がちで， また

施設損壊規模や復旧の難易度の点で道路や鉄道の場合よ

り も深刻な事態となる場合もある．

したがって， ハザード対策としては，限定された斜面

を対象に崩壊そのものを防ぐハード対策が主となる．す

なわち， たとえば落石の検知と被害回避という よう な崩

壊発生を想定したハザードという概念はあまり なく ，前

項のよう なマニュアル等も整備されていない． また，ア

ンカー工などの斜面安定対策工の管理や万一の危機管理

対応の手順なども，個別現場ごとに考えられているのが

現状である．

そのかわり ， 崩壊を未然に防ぐために，個別現場ごと

に，工事着手前の設計段階において集中的な調査，解析

と崩壊防止のための対策工検討が入念になされる． また

工事着手後は，斜面の規模や安定性に応じ，光波測距等

による表面変位計測を主としたモニタリ ングと ，そのリ

アルタイムの評価（ 逆解析を実施する場合もある． ） に

より ， 斜面挙動が想定される範囲内にあるかどう か常に

チェックしながら工事が進められる． このよう な一連の

取り組みは，マニュアル化等はされていないものの各現

場での進め方には共通性があり ， 広い意味ではハザード

評価といえるものと思われる．

その事例として，表面および地山内の三次元変位計測

により 大規模変状を未然に抑えたダムサイト 掘削斜面の

例を紹介する9)．

この斜面の地質構成は，横坑や多数のボーリ ングによ

る地質調査結果により ，砂岩，輝緑凝灰岩，粘板岩が分

布し， 構造はおおむね差し目方向（ 30～40�） であるこ
とがわかっている．硬岩斜面で流れ目方向の弱層等はな

く ，設計段階では大規模なすべり破壊等は発生しないと

考えられた．

掘削は，光波測量および複数の三次元孔内傾斜計によ

り地山の三次元変形挙動をモニタリ ングしながら進めら

れた． しかしながら，掘削高さ（ 鉛直高さ） が60m付近
を過ぎる頃から，法尻標高付近において，法枠および作

業坑壁面のクラックや孔内傾斜計における局所的せん断

変形などの変状がみられた．



直ちに，変形計測結果にもとづく変位挙動メカニズム

の検討が行われた．その結果，掘削に伴う 応力解放と岩

盤のゆるみが誘因となり 差し目岩盤の倒れ込みが進行し，

断層および低角度の亀裂や節理等に規制されたせん断が

発生し，せん断面が連続してすべり面を形成する過程に

あったものと推定された． また， このよう な変位挙動は，

二次元有限要素法および二次元個別要素法による再現解

析結果とも調和的であった．

掘削は一時中断され，アンカー工により 変状進行を抑

制すると ともに，計測計器の追加および監視体制の強化

が行われた．その後慎重にモニタリ ングしながら掘削が

再開され，無事河床までの掘削が完了し所定のダム基礎

岩盤が確保された．

3.3 まとめ

ハザード評価において，具体的に調査，計測をどのよ

う に位置づけるかは，現在本小委員会で議論を進めてい

ると ころであり ，図-3.1にその試案を示した．引き続き，
ハザード評価の観点からみた調査・ 計測の進め方を整理

し，段階に応じた調査の範囲，項目，方法，精度等につ

いてと り まとめる予定である．

ただし， 岩盤斜面の場合，地表の情報により不安定岩

体と して抽出される箇所（ および逆に抽出されない箇

所） が想定されても，それらの岩体内部の地質構造や不

連続面分布を精度よく知ることには限度がある．

したがって，危険度の高い岩体を特定し集中的に調査，

計測監視することは当然重要であるが，その岩体以外の

周辺箇所についても，一連の調査の過程で得られた情報

を棄却せずに， なるべく広く 計測の「 網」 をかけておく

という考え方が重要と思われる．
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4.1  はじめに

毎年のよ う に斜面崩壊によ る 被災が報告されてお

り ， 斜面災害を予測， 軽減するこ と が急務と なって

いる ． 多く の研究機関， 行政機関および実務技術者

が斜面崩壊の予測に取り 組んでいるが， と り わけ岩

盤斜面における 崩壊が， いつ（ どの程度の頻度で） ，

どこで， どの程度の規模で発生するかを予測するこ

と は不可能に近い． しかし ， 斜面崩壊の発生予測が

不可能であっても ， 住民の生活や財産， 生活に必要

な施設を効率的に保全するためには， あるいは被害

を最小限に抑え早期の復旧を行う ためには， 崩壊が

発生した場合， 想定される 被害を把握しておく こ と

が重要である ．

斜面崩壊を予測する 取組みと して， 現場調査， 斜

面の挙動の計測， 数値解析によ るシミ ュレーショ ン

などが行われている ． しかし ， 不連続面の存在が支

配的と なる 岩盤斜面においては， 数値解析手法を利

用して斜面中の危険箇所を抽出し崩壊範囲を予測す

るこ と は困難を極めている ． 一方， 崩壊範囲が想定

できれば， 数値解析手法を用いて， 崩壊様式や崩壊

によ り 落下する岩塊の運動や移動範囲を予測できる

可能性が明らかになってきた．

影響評価と は， 斜面中に想定された危険個所が崩

壊した場合， 落下岩塊の運動や移動範囲を予測する

こ と であり ， 崩壊が発生した場合， 保全対象への直

接的， 間接的被害やリ ス クを評価するための資料を

供するものである ．

岩盤斜面ハザード評価委員会影響評価ワーキング

グループでは， 影響評価の手法， 影響評価事例の整

理を行ってきた． 本文は， 影響評価の現状と 課題を

報告するものである ． なお， 本ワーキンググループ

では， 影響評価の対象を岩盤斜面の落石および崩落

と し ， 表層崩壊， 地すべり （ 狭義） および土石流は

対象外と した．

4.2 影響評価の方法

影響評価は古く から 試みられている 1)． 影響評価

の手法は， 大き く 経験的手法と 数値解析的手法に区

分するこ と ができる ． また， それぞれの手法につい

て崩壊形態から 落石と 岩盤崩落に区分するこ と がで

きる ． 表-4.1は， 影響評価手法を整理したものであ

る ． こ こで， 落石と は崩落した岩塊が1個， 2個など
と 個数で表すこ と ができる 崩壊形態を， 岩盤崩落と

は崩落し た岩塊や土砂が何m3と 体積で表わさ れる

崩壊形態を示すものと する ．

岩盤崩落における経験的手法は， 崩壊事例を統計

的に整理し ， 斜面高さや斜面端部からの斜面上端部

の見通し仰角と いった基本的な数値から ， 崩壊岩塊

の到達範囲や飛散幅を推定するものである 2)． 落石

における経験的手法は， 落石対策便覧3)に示されて

いる評価式で代表されるものであり ， 落石実験から

求められたものである．

数値解析手法は， 何らかの力学的な原理に基づい

た解析手法であり ， 質点系解析， 連続体解析， 不連

続体解析がある ． 落石では， 岩塊の落下や跳躍と い

った現象を解析するため， 質点系解析4)や不連続体

解析が用いられている ． 一方， 岩盤崩落では， 複数

の岩塊の移動， 落下， 衝突などの現象を解析する必

要があるこ と から ， 不連続体解析の適用が多い． 不

連続体解析の代表的な解析手法と しては， 個別要素

法（ DEM） 5)， 不連続変形法（ DDA） 6)などがあげ

られる ．

経験的手法は， 簡単な調査や地形図の読み取り な

どで実施できるこ と から ， 簡易な評価手法と して詳

細な検討を行う 斜面を抽出するためのス ク リ ーニン



グ手段と し て適用できる ． また， GIS技術を活用し
たシステムの構築が試みられている 7)． 数値解析手

法では， 斜面形状や岩塊の形状（ 亀裂の分布） など

の幾何データ と 岩塊の運動を規定するパラ メ ータを

入力するこ と から ， 岩塊の移動経路， 速度や広がり

などを予測するこ と が可能であり ， 詳細な検討に適

している．

4.3  影響評価の現状と課題

(1) 影響評価解析の現状

落石においては， 落石対策便覧式と して経験的手

法が標準的に対策工の設計などに使われている ． 最

近では， 落石対策便覧式の適用が困難な条件では，

落石シミ ュレーショ ンと して数値解析手法が適用さ

れる こ と も ある 8)． 影響評価に際しては， 現地調査

などによ り 危険な転石あるいは浮石を特定し， 経験

的あるいは数値解析手法が適用される ． 数値解析手

法では， 斜面形状と と もに斜面状況に合わせて法線

方向速度比などのパラ メ ータを設定しなければなら

ない． 質点系解析プログラムの一種では， 斜面状況

に対応したディ フォルト 値を入力すれば良いものも

ある ． 実際の斜面では， 落石運動に影響を与える 斜

面の凸凹（ ラフネス ） や斜面状態が複雑であるこ と

から ， 斜面の凸凹や法線方向速度比などを変動パラ

メ ータ と してモンテカルロシミ ュレーショ ンが一般

的である ． 質点系解析および不連続性解体解析手法

と も 3次元化9)が行われており （ 図-4.1） ， 実務に適

用される場合もある ．

岩盤崩落においては， 岩塊や斜面の安定性を評価

するために極限平衡解析法， 有限要素解析（ FEM）

に代表される連続体解析法， 不連続体解析法が用い

られているが， 影響評価解析では岩塊の移動や落下

後の挙動などを求める必要があるため， 不連続体解

析が有利と なる ． 主に用いられている 解析手法は

DEMと DDAである （ 図-4.2） ． 地すべり や表層斜

面崩壊を対象と した経験的解析手法は， いく つか提

案されているが10)， 岩盤崩落を対象と した経験的解

析手法は限られており ， 地形， 地質および地域性を

考慮して使い分けする には至ってない． 数値的解析

法では， きめ細かな岩塊の落下状況や広がり を解析

できるが， 入力パラ メ ータや亀裂分布の設定が難し

いため， 実用化している と は言い難い． 3次元解析
については非常に少ない 11)．

(2) 影響評価解析の課題

落石における影響評価では， 経験的手法を標準と

して数値解析手法も広く 使われている ． また， 岩塊

の落下挙動が複雑なこ と から ， モンテカルロシミ ュ

レーショ ンを適用し， 分布と して影響範囲や落下速

度を求めるこ と が行われている ． しかし ， 落石の挙

動を規定する 斜面パラ メ ータ （ 速度比など ） の値や

ばらつきの設定方法については問題を残しており ，

落石実験結果を参考にして設定する ， 現地調査で確

認された落石の分布状況を再現するパラ メ ータを試

行解析で設定する 12)などが行われている ． 変動変数

の設定方法や分布関数についても決まった方法はな

く ， パラ メ ータ 設定の不確実さをモンテカルロシミ

ュレーショ ンで吸収している側面がある ． また， モ

ンテカルロシミ ュレーショ ンの試行解析過程におい

て， 数値処理上の不完全さに起因する不自然な解析

結果（ 落下軌跡） が含まれてしまう こ と があるが，

それぞれの試行解析結果の検討がなされずに使用さ

対象 区分 解析手法 入力パラ メ ータ 評価項目

落石

経験的手法
落 石対策

便覧式

斜面高さ ， 斜面傾斜角， 斜面区分 速度， 跳躍高さ ( =2m)

数値解

析手法

質点系

解析

ROCKFALL

など

斜面形状， 法線方向速度比， 接線方向速度比など 速度 ， 跳躍高さ ， 軌跡( 3次

元解析では， 平面軌跡)

不連続

体解析

DEM 斜面形状， 落石形状， 接触バネ剛性， 減衰定数など 速度 ， 跳躍高さ ， 軌跡， 停

止位置( 3次元解析では， 平

面軌跡)
DDA

斜面形状， 落石形状， 接触バネ剛性， 速度エネルギ

ー比， 変形係数， ポアッ ソン比， 粘性係数など

岩盤

崩落

経験的手法
桑 野 ら の

方法など

高さ ， 幅， 見通し角度など 到達位置， 広がり 幅

数値解

析手法

不連続

体解析

DEM 斜面形状， 亀裂分布， 接触バネ剛性， 減衰定数など 速度 ， 跳躍高さ ， 軌跡， 到

達範囲， 崩土厚
DDA

斜面形状， 亀裂分布， 接触バネ剛性， 速度エネルギ

ー比， 変形係数， ポアッ ソン比， 粘性係数など

表-4.1 代表的な影響評価手法

図-4.1 DEMによ る 3次元落石解析の例 9)



れてしまう 課題がある．

厳密には確率論数値解析的手法を適用していると

は言い難いのが現状である ． しかし ， 解析モデルの

限界や解析パラ メ ータ の設定に問題はあるものの，

モンテカルロシミ ュレーショ ンによ る落石シミ ュレ

ーショ ン結果は多く の知見， 判断材料を技術者に提

供している ．

岩盤崩落における影響評価では， 多く の課題が残

されている ． 経験的手法では， 分析に用いるこ と の

できる 崩壊事例が少なく ， 地形， 地質および地域性

を加味したものと なっていないこ と が課題と なる ．

数値解析手法では， 多く のパラ メ ータを設定しなけ

ればならず， その設定方法が課題と なる ． パラ メ ー

タ の中には， 現場試験（ 例えば粘性係数など ） や室

内試験で決定する のが困難なものもある ． また， 亀

裂面の強度などは， 室内試験で求めるこ と は可能で

あるが， 特殊な試験と なるこ と ， 試験結果から スケ

ール効果を考慮して解析に用いなければならないな

どの課題もある ． 経験的に設定されているパラ メ ー

タもある．

不連続体解析では， 崩壊すると 想定される岩塊に

対して， どのよ う なきっかけで崩壊を発生させるか

についても決まった方法はない． 落石では， 岩塊の

初期の位置を斜面に対して不安定な状態でモデル化

する こ と や， 数10cmほど自由落下する よ う なモデ

ルを作成するこ と で岩塊の落下を開始させている よ

う である ． また， 岩盤崩落では， 不連続面の強度を

低下させるこ と で崩壊を開始させている よ う である．

地震によ る岩盤崩壊については， 地震外力をモデル

基盤に入力するこ と で崩落を開始させている 13)．

落石では， 落石実験や落石事例の再現解析を行う

こ と で解析手法の適用性やパラ メ ータ 設定の方法な

どが検討されている ． 岩盤崩落では， 崩落事例の再

現を行う こ と で解析手法の適用性やパラ メ ータ 設定

の方法などが検討されている． 崩壊岩塊の到達範囲

や堆積状況などについても ， 現地状況と比較されて

いるが， 影響評価事例は少ない． 岩盤崩落ではモン

テカルロシミ ュレーショ ンが行われるこ と は非常に

少なく ， 崩壊岩塊数は少ない場合に限られている よ

う である 14)．

4.4 崩壊－被災シナリオ（イベントツリー）

に基づいた影響評価

いく つかの課題は残しているものの， 落石および

岩盤崩落の影響評価は可能な段階に達しているもの

と考えられる ． また， 数値解析に要する コ ス ト も低

下している ． 最大の課題は， どの岩塊が落石と なる

か， 岩盤斜面のどの部分が不安定化して崩壊するか

を想定するこ と である ． すなわち， 地質モデルを作

成するこ と である． こ こでは， この問題を克服する

一手段と して， 崩壊－被災シナリ オ（ イベント ツリ

ー） に基づく 影響評価について考える ．

特に岩盤崩落では， 調査や計測に基づき斜面上の

崩壊箇所を予測するこ と は困難である ． また， 技術

者によ り 判断が異なる場合ある と 推定される ． 図-

4.3は， ある 斜面について調査から 被災想定までの

過程をシナリ オと して模式的に示したものである ．

影響評価解析は， 調査で得られた地質モデル（ 崩

壊） と被災想定を結びつける過程であり ， 解析モデ

ル作成や安定評価を含む場合もあり う る ． 調査の限

界や技術者の判断差に起因する 地質モデルや解析モ

デルの不確実性を， シナリ オの分岐（ イベント ツリ

ーの分岐） と して扱う 考え方である ． 影響評価は，

地質モデルや解析モデルに依存した過程であるこ と

から ， 複数のシナリ オに対して影響評価を行う こ と

になる ．

シナリ オの分岐と なる 事象（ 進展キー） の設定や，

分岐基準， 確率を数値と して与えるこ と は困難であ

り 課題と はなるが， 崩壊－被災シナリ オの順位づけ

程度は可能であると考えられる ． また， 技術者の誤

判断を是正できる期待がある． 実際の作業において

は， 調査結果， 計測結果および影響評価結果に基づ

き， ト ラ イアンドエラ ーでシナリ オを構築するこ と

になり ， その方法については今後の課題である ．

一方， 被災事例を再現解析するこ と がしばしば行

われている ． その作業においては， 調査結果などに

基づき多数の解析がト ラ イアンド エラ ーで実施され，

実現象に最も合う 結果が採用されている ． その過程

で多く の解析結果が破棄されている． この作業は，

図-4.3に示したシナリ オを逆にたどる作業に相当す

るが， 破棄された解析結果はシナリ オの一分岐を成

していると考えられる ． 今まで破棄されてきた解析

結果は， シナリ オ分岐事象を想定する資料と なるこ

と が期待できる．

図-4.2 DDAによ る 地震によ る岩盤斜面崩落解析の例 13)



4.5 最後に

落石と 岩盤崩落を対象と して， 影響評価の現状と

課題について述べた． 経験的手法は簡単に評価を行

う こ と ができ， 詳細評価を行う 斜面のス ク リ ーニン

グなどに利用するこ と ができる ． 解決すべき課題は

残されているものの， 数値解析手法は実用段階にあ

ると言える ． 最大の課題は崩壊箇所を想定するこ と

であり ， その解決策と し て， 崩壊－被災シナリ オ

（ イベント ツリ ー） に基づいた影響評価の概念につ

いて述べた． 複数のシナリ オを想定して影響解析を

行う こ と は， 予測困難な現象に対して被害を最小限

に抑え， 早期の復旧を行う 一手法ではないかと 期待

している ． シナリ オに基づく 影響評価を試行すると

と もに， その有効性について検討していかなければ

ならない．
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岩盤斜面で発生する落石や崩壊の現象は，その場所

Where，規模What，時期When，原因Whyや発生後の災

害の形態How，その影響Whomなどの5W1Hに不確実性

があるため，対象とする岩盤斜面で予想される被害をす

べて決定論的には特定できない． 

生活の場の安全確保や道路，鉄道，ダム等の社会資本

の建設・管理においては，このような不確実性も考慮し

て被害を防ぐ必要がある．本稿では，斜面調査や崩壊履

歴の調査によって対象とする岩盤斜面に潜在するあらゆ

る種類のハザードを抽出し，これらの発生にともない想

定される複数の崩壊/被災シナリオをイベントツリーで

整理・分析し，各シナリオにおける保全対象への影響を

リスクマトリクスで評価して，減災を図る提案を行った． 

なお，本稿での用語定義はISO/IEC Guide73:20021), JIS 
TRQ0008: 20032)に準ずる． 

 

5.1 崩壊/被災シナリオの分析とリスクマトリクスによ

る評価の考え方 

 

(1) 崩壊/被災シナリオの分析 

崩壊/被災シナリオの分析では，崩壊の発生源，発生

形態，崩落岩塊の到達範囲などの不確実性に応じて複数

のシナリオを想定する．  

崩壊/被災シナリオは，災害履歴，技術者の経験，ア

ンケート，ブレーンストーミング，階層分析法

（Analytic Hierarchy Process:AHP），KJ法，数値解析，

イベントツリー（Event Tree Analysis:ETA），フォール

トツリー（Fault Tree Analysis:FTA）などをベースにし

た方法で不確実な将来を予測するものである．  

調査の精度，計測や災害履歴の情報などに応じてシナ

リオの確からしさは異なる．調査データが十分ではない

概査段階では，事象の発生条件を確定できないため可能

性のある複数のシナリオを描く必要がある．一方，地形

地質状況がより解明された精査に基づくシナリオは，比

較的確かなものとなる． 

(2) リスクマトリクスによる評価 

斜面を対象としたリスクマネジメントの既往研究とし

ては，大津ほかによる一連の研究3, 4), 5)があり，リスクを

ハザードの発生確率とその発生による損失期待値の積と

して定量的に評価し，投資費用対リスク低減効果を考慮

した合理的な対策工の提案が行われている．これらは確

率論に基づく定量的かつ客観性に優れた手法であるため，

防災投資妥当性の有力な説明指標となることが期待され

ているが，被害シナリオの発生確率や斜面の破壊確率な

どの設定において比較的精緻なデータが必要となる． 

一方，本稿で検討したリスクマトリクスでの評価法は，

事象の発生確率や損失期待値を定量的に把握できない場

合の定性的な評価手法である．図 5.6 に示すように上記

の発生確率に対して事象の発生しやすさを，また損失期

待値に対して事象の影響の程度を対応させ，それぞれを

定性的に階級分類しマトリクスに組み立て，相対的に予

防対策の必要性を評価する（リスク評価）試みである． 

リスクの相対的な大きさを主観を交えながらもできる

だけ客観性をもたせて評価する手法で，事業の優先順位

付けや対策の減災効果を簡易に評価できる実用的な手法

となることが期待される．ニュージーランドの事例とし

ては，事象の発生しやすさを多年に一回から数日に一回

の間で区分し，影響の大きさの評価項目を人的被害，社

会的影響，環境への影響などから区分した事例がある6)．  
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5.2 崩壊/被災シナリオの分析によるハザード評価

の流れ 

 

ハザード評価の流れを図 5.1に示す． 

(1) どこで Where 何が What 起きるか 

ハザードの抽出は，概略調査では既往崩壊資料・地

形図・空中写真などの資料収集・解析，日常パトロー

ル，崩壊履歴調査，現地調査によって，また詳細調査

ではレーザー測量や画像解析などの詳細な地形調査，

ボ－リングや弾性波探査などの地質調査によって行い，

調査結果に基づき対象斜面の地質（崩壊）モデルを作

成する．ここで，ハザードの抽出や地質モデルの作成

は，概査から精査へ段階を追って精度を高めていくこ

とになる．特に岩盤斜面の掘削では，短期間に地形条

件の変化やこれに対応した斜面内部の応力状態の変化

が生じることから，周辺の崩壊跡地や施工時の変状の

発生に応じて，地質（崩壊）モデルを速やかに検討す

ることが求められる． 

(2) 何が原因で Why どのように How 崩壊し，それによる被

災範囲 Whom はどの程度か 

これらを予想するには，図 5.2 に示すように，調査で

得られた地質（崩壊）モデルを基に，経験的手法，数 

崩壊/被災シナリオの分析

評価

地質（崩壊）モデル作成

対策

リスクマトリクスによる評価

 図 5.1  崩壊/被災シナリオによるハザードの評価 

 

や数値解析の結果に基づき設定されるが，現状では被

災事例のデータが少ないことから，主として数値解析

を基にし，これをモデル実験で補うことも有効である．

崩壊シナリオについては崩壊の形態を，また被災シナ

リオについては崩壊土砂が及ぶ被災範囲を想定する． 

イベントツリーによる崩壊/被災シナリオを活用する

ことにより，対象とする岩盤斜面で予想される崩壊/被

災状況やその被害の大きさを想定できる． 

 

 

図5.2 被災シナリオにいたるイベントツリー分析の考え方 

 

値解析手法（質点系解析，不連続体解析，連続体解析

など）で検討し，これを基に安定評価，影響評価を行

い崩壊/被災シナリオを想定する手順となる． 

崩壊/被災シナリオは各地質モデルから想定される多

様な崩壊現象ごとに作成し，崩壊から被災にいたる流

れをイベントツリーで整理する． 

なお，イベントツリーの分岐条件は崩壊事例の分析 

 

(3) リスクマトリクスによる評価 

被災シナリオごとに想定された被害の大きさに被害

の発生しやすさを乗じたリスクマトリクスでバザード

の評価を行う．被害の発生しやすさはいつ When 崩壊

するかということである．岩盤斜面では降雨・融雪，

末端部の崩壊，地震などのほか，明確な原因がなくと

も風化の進行などで崩壊することがあり，その発生時

期の特定は困難なことが多いが，対象斜面の変状の程 



 

度や地質（崩壊）モデルに応じた計測・監視により，

概ね3～5段階程度に定性的に区分するとよい． 

 (4) ハザード評価後の対応 

ハザードの評価に応じて，対策，より詳細な調査

（計測監視，詳細調査，詳細解析）など，減災に繋が

る効果的な対応をとることが可能になる．また，崩壊

しても被災しない場合もあることから無対策の選択肢

をとることもできる． 

 

5.3 イベントツリーによる崩壊シナリオとリスクマトリ

クスによる影響評価の例 

 
北海道の岩盤斜面（図 5.3）を例に，イベントツリー

による崩壊シナリオを複数想定し（図 5.4），これを基

に対象岩盤斜面で予想される被害とその発生しやすさ

とをリスクマトリクスで評価した（図 5.5）．なお，対

象区間の道路には，落石や小規模崩壊も防止できる落

石覆工が施工されている． 

 

(1)着目岩体「その 1」は法枠工が施工されており，切土の

り肩からのトップリング崩壊，表層すべり（崩壊深さ1

～3m 程度），遷急線上方からの落石などが崩壊シナリ

オとして予想されるが，前 2 者は発生しやすさが小さ

く，後者は発生しやすさは大きいものの被害が小さい

ことから，いずれも評価は小～極小となる． 
(2)着目岩体「その 2」は待ち受け式ネットが施工されてお

り，対象岩体全体を巻き込むトップリング崩壊が起き

た場合は評価が中となるが，ネットを破損する表層す

べり崩壊，ネット脇からの小崩落，遷急線上方・ネッ

ト脇からの落石などはいずれもが評価は小～極小とな

る． 

(3)着目岩体「その 3」は無対策の斜面であり，遷急線上方

からの落石の評価は極小であるが，そのほかの表層す

べり崩壊やくさび崩壊は評価が中，全体を巻き込むト

ップリング崩壊は評価が大となる． 

(4)その他の地区では，沢部からの落石崩落が比較的頻

繁に予想されるが，被害が小さいことから，評価は極

小となる． 

(5)評価後の対応として，対象岩体「その 3」のシナリオ

3－1（全体を巻き込むトップリング崩壊）については，

より詳細な調査を行い，地質モデルを見直し崩壊シナ

リオを再構築したうえで再評価することが求められる． 

 

 

 

 

 

 

図5.3 北海道の岩盤斜面におけるハザード抽出の例 

 

 

 

 
 

図5.4 北海道の岩盤斜面で想定される崩壊シナリオ 



 

   

 

図 5.5 北海道の岩盤斜面におけるリスクマトリクスによるハザードの評価例 

 

図 5.5 における評価は，「被害・影響の大きさ」と

これらの「発生しやすさ」とを，図 5.6 のようにマ

トリクスで組み，「極小」から「大」の四段階に区

分したものである． 

 
図 5.6 リスクマトリクスによる評価の区分 

 

 

5.4 PDCA サイクルによる継続的な減災 
 

地質（崩壊）モデルの想定からイベントツリーと

リスクマトリクスによるハザードの評価までの一連

の対応を，PDCA サイクルで定期的，不定期的に

行うことにより，岩盤斜面における減災が期待され

る．すなわち，ハザード評価に基づき対策やより詳

細な調査が実施されて地質（崩壊）モデルが見直さ

れた場合には，崩壊/被災シナリオを再構築してこ

れに応じたハザードの再評価を実施し，継続的に減

災を図っていくことが効果的である． 

 

(1) 調査の進捗に応じた崩壊/被災シナリオ 

岩盤斜面では急峻な地形状況により直接調査や計

測が困難であることが多く，当初から地形や地質等

の精度の高い調査データの入手やこれらに基づく詳

細な解析が行われることは稀である． 

したがって，崩壊/被災シナリオの想定とこれに対す

るリスクマネジメントは調査の進捗に応じて繰り返

し行うことがよい．すなわち，当初は近傍での被災

履歴や同様の地形地質条件での被災事例などを参考

に，対象斜面で可能性のあるすべてのシナリオを描

き，リスクマトリクスで各シナリオをリスク評価し，

その対応をリスクマネジメントで進める．その後，

必要な点検や精査を行ってイベントツリーの分岐に

おける地形や地質状況の条件を確定してシナリオを

絞り込み，リスクマネジメントを繰り返すいわゆる

PDCAサイクルでの対応が効果的な減災対応と考え

られる． 

(2)  崩壊/被災シナリオによるリスクマネジメント 

岩盤斜面の減災を図るリスクマネジメントでは，

該当斜面のリスク対応後の新しいシナリオが．リス

クマトリクスの評価としてより低いリスク領域に再

プロットされることを目的としている． 

例えば道路に被害が予想されるシナリオに対する

リスクマネジメントでは，対策の実施，岩盤崩壊を

予測するための計測や頻繁な道路パトロールなどに

よる監視体制の確立，応急対策の実施により，道路

への減災を図るなどのリスクの低減措置が検討され

る．また，計測や監視の結果によっては，迅速な通

行規制等を検討する必要も生じてくる． 
岩盤斜面に本提案のリスクマネジメントを導入し

た場合の利点としては，どのような崩壊形態に対応

したシナリオについてもリスクの可能性があると認

識し，リスクを低減する効果的な対応，すなわち次

段階での対策あるいは詳細な点検・調査といった選

択ができることである．  



 

 

5.5 岩盤斜面のリスクマネジメントにおける課題 

 

今後，リスクマトリクスを用いたリスクマネジメ

ント手法を実用化するためには，以下の課題が考え

られる． 

1)分析対象斜面の的確な設定 
通常は岩盤崩壊の発生箇所が不明の段階から

リスクマネジメント手法を導入することになる

ので，災害が予想される箇所を網羅的に示した

ハザードマップの整備が必要である．これを基

に分析対象斜面を的確に設定することになる． 
2)客観性のある崩壊/被災シナリオの構築 

崩壊/被災シナリオによりハザードを定性的

に評価する本提案の手法は，自由度があり実用

性が期待されるが，その信頼性を担保するには

客観性のあるシナリオの構築が前提となる．岩

盤斜面の安定は局所的な性質に支配される傾向

が強いうえに，岩盤の内部を正確に把握するた

めの調査の限界もあって，現状ではシナリオを

想定するための地形，地質などのパラメータを

的確に把握することが困難なことが多い．この

ため災害履歴や数値解析・室内実験の事例など

を参考に分析対象斜面の崩壊/被災シナリオを

構築することになる．特に，イベントツリーの

分岐における条件を絞り込む際には，経験的，

主観的になりやすいので注意を要する． 
3)事象の発生しやすさの的確な推定 

降雨や地震などの誘因が同程度であっても崩

壊発生の有無が異なることがあるように，事象

の発生しやすさの評価は容易ではないため，本

提案では発生しやすさを定性的に分類した．今

後，多くの被災事例や計測事例の収集・分析，

これらを検索できるデータベースの整備や評点

法による対象斜面の客観的，相対的な区分など

を参考に，事象の発生しやすさをより的確に推

定することが必要である． 
 

5.6 まとめ 
 

崩壊/被災シナリオ，発生しやすさ，リスクマト

リクスなどのリスク分析を提案した．不確実性を有

する岩盤崩壊事象に対しては，決定論的な崩壊/被

災シナリオが想定できる場合は限られることから，

リスクマネジメント手法を用いて可能性のある複数

のシナリオを想定し，これらの発生しやすさと生じ

る結果の影響の程度を掛け合わせたリスクマトリク

スによる定性的なリスク評価が期待される． 

特に，地形地質データが十分でない概査段階では，

近傍での被災履歴，同様の地形地質条件での被災事

例などを参考に対象斜面で考えられるすべてのリス

クを抽出し，次の段階での対策の実施，詳細な調

査・観測，対応が不必要などの減災への対応を簡便

に選択できる．  

 岩盤崩壊の形態には崩落，すべり ，トップリン

グなどが，また崩壊後に土砂化して到達範囲が広が

る場合もある．さらに岩盤崩壊の規模も様々である．  

今後，多くの災害履歴の収集データに基づき，発生

しやすさの分析と結果の影響に関連するパラメータ

の検討を行い，同様の地形地質条件ではどのような

崩壊が発生する可能性があるかなど崩壊/被災シナ

リオを検討することで，実用に供せるよう本手法の

客観性を高めていきたい． 
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６．岩盤斜面崩壊のハザード評価に向けて

進士 正人1*

1* 山口大学大学院理工学研究科 (〒755-8611 宇部市常盤台2-16-1)

6.1 はじめに

これまで，岩盤力学シンポジウムでは 1999 年に「 岩

盤斜面の対策の必要性と現状」 1)と名付けたパネルディ

スカッショ ンが行われ，全国で実施された岩盤斜面の挙

動に関するモニタリ ング結果，岩盤斜面対策工の現状，

計測手法，解析方法などの発表とディスカッショ ンをお

こなった．そして，得られたさまざまな意見をもとに，

CD-ROM と し て「 岩盤崩壊の考え方（ 現状と 将来展

望） 」 を取り まとめた．

その後，岩盤斜面崩壊が与える市民生活への影響の大

きさや， 岩盤崩壊予知の不確実性も踏まえた上で，安全

で安心できる社会生活を送るためには，維持管理も含め

た岩盤崩落問題への全般的な取り組みが危急の課題であ

ると認識された． そのため，経済学的な手法であるリ ス

クマネジメ ント 手法に着目し， 2006 年に「 岩盤崩壊の
リ スク評価に向けて～リ スク評価の現状と課題～」 2)と

名付けたパネルディスカッショ ンを行い， 岩盤崩壊問題

を， 5W2H(What,Where,When,Whom,Why,How,How much)で
整理するとわかりやすいこと， 岩盤の不連続性に起因す

る不確実性と崩壊による損失コスト の組み合わせを崩壊

リ スクと評価する方法を模索した． その結果，評価方法

はある程度明確になったものの， もっとも基本となる岩

盤斜面を調査する段階で岩盤の不連続性をどのよう に評

価し， それにより どのよう な崩壊形態を想定すればより

現実的なリ スクマネジメント になるかがキーポイント と

なる共通認識を得た．

本研究小委員会では上記認識に基づき， 斜面全体をカ

バーするよう な概略調査と ，対象を絞り込んだう えでの

丁寧な現地調査により ， 崩壊個所をあらかた抽出した上

で，想定される複数の崩壊シナリ オに基づくハザード評

価」 を検討し， その結果を地理情報システムの技術を援

用しハザードマップと して活用することにより ， より 現

実的で有益なリ スクマネジメント が可能ではないかと考

えている．

6.2 ハザード評価の必要性

ハザード とは市民生活を脅かすさまざまな地震， 台風，

水害など自然災害の総称であり ， その発生危険度を地理

情報システムと連動し地図上に想定される災害による危

険度と被害状況を図示したものはハザードマップと呼ば

れている．従って，ハザードマップを作成するためには，

地理的条件を加味した上で，数値シミ ュレーショ ンや模

型実験を行い， 対象領域の危険度と発生頻度を算出する．

本委員会では， この算出方法をハザード評価と考えてい

る．

図-6.1 に岩盤斜面に関連する災害と発生確率の関係

における防護施設の防護目標の概念図を示す 3)．図中に

は一般論として，落石と岩盤崩壊という二つの岩盤斜面

に特徴的な災害の位置づけも記載した．図からわかるよ

う に，岩盤斜面に関連する災害では，発生確率と被害の

大きさから，落石災害のよう なハード対策で災害をあら

かたカバーできるものと， 大規模岩盤斜面崩壊のよう な

事前通行止めや市民の一時避難といった市民の自衛力に

依存したソフト 対策を合わせて実施することで何とか対

処可能な災害も考えられる．すなわち，落石災害であれ

ば，ある程度の規模まで構造物で対処が可能と考えられ

るが，極めて比高が高い直立岩盤での落石の場合や，巨

落石災害

施設計画上

の 防護目標

（Level 2）

ソフ ト対策に

よる 防護目標

（Level 3）

被害の 大きさ

無被害 か なり の 被害 激甚な被害

受容リ ス ク 受忍リ ス ク

発生確率

構造物による対処
（ハード対策）

情報による対処
（ソフト対策）

岩盤斜面崩壊

図-1 岩盤斜面災害の 被害規模と 発生確率と の 関係図-6.1 岩盤斜面災害の被害規模と発生確率との関係



礫の落石が想定される場合にはハード対策には限界があ

る． さらに， 岩盤斜面崩壊のよう にきわめて大きな外力

が防護施設に作用する場合には，災害を施設のみで防ぐ

ために極めてまれな事象に多額の建設コスト を投入する

ことになり ，投資効果は極めて限定的になってしまう ．

そのため，市民の自衛力向上と合理的な防護施設対策を

う まく 組み合わせることにより ， より効果的な防災計画

の立案が可能となろう ．

そのため，岩盤斜面を丁寧に調査することにより ，予

想される災害を発生状況により整理し，崩壊／被災シナ

リ オを事前に作成し， それに基づいて，数値シミ ュレー

ショ ンや模型実験を行う ことで， 対象領域の危険度を算

出し，ハザードマップと して図示することが可能となる．

6.3 ハザード評価の課題

岩盤斜面災害に特徴的なものとしては， これまでも述

べてきたよう に，岩盤斜面災害の発生要因が地震や大雨

のよう な外的要因によるもの，季節変動やそれに伴う岩

盤移動や不連続面の風化劣化要因によるもの， さらには，

要因不明なものなどが種々考えられており ，地震の発生

予知と同様に，災害の発生予知・ 予測が極めて難しいと

考えられている． そのため，まずは，高範囲を概略調査

し，問題個所を漏らさず抽出する調査技術が必要で， ３

次元レーザースキャナーの精度向上が期待されている．

そして， 岩盤斜面の調査経験の豊富な技術者がより精度

の高いハザード評価を行う ために，限定した範囲を丁寧

に調査し，その結果から，複数の崩壊／被災シナリ オを

練り上げることになる． そのためには，崩壊／被災が予

想されるための根拠や基準を明確にし，技術者の判断根

拠の明確性が要求される．

6.4 今後の展望

岩盤斜面は，直接の構造物そのものではなく ，隣接し

たものであり ，かつ，主体が自然物であるためその評価

の方法は難しい面が多い．特に，急崖斜面直下に道路や

鉄道などの交通インフラがある事例は我が国ではどこに

も見られる光景である． そのため，岩盤斜面崩壊に関し

て市民が日頃から十分な自衛意識を持つ必要がある． し

かし，近年，落石防護施設の整備が進み，小規模落石な

どによる被災頻度が減少すると ，被災体験が風化しやす

く ， それとともに市民の防災意識，自衛力が低下につな

がることが懸念される．

特に，ゲリ ラ豪雨と呼ばれるよう な局地的な集中豪雨

が発生し，それによる岩盤斜面災害も発生している．そ

のため，従来のリ スクマネジメント をそのまま適用する

だけでは限界があるため，当委員会では，岩盤斜面災害

の崩壊／被災シナリ オを準備し， それぞれの崩壊／被災

シナリ オによるハザード評価を行い被災影響度を検討し

それらをハザードマップと して取り まとめることを提案

している． この場合， シナリ オがいかに現実的であるか

がもっとも重要で，岩盤斜面地形の３ 次元表示や斜面内

の節理面や断層面の抽出， 岩盤の不連続モデルの自動作

成および解析プログラムへの自動転送などが可能になれ

ば， シナリ オの精度が十分実用化レベルになると考えら

れる． このよう な調査技術の向上が期待される．

そして，精度の高い岩盤斜面崩壊に関するハザードマ

ップが提供できることは，地域市民にとっては，ハザー

ドマップを議論のたたき台として住民の自衛力向上のた

めの避難対策などのソフト 面の役割が期待できる． また，

自治体に対しては，防災機能を向上させるための施設整

備検討を行う 際の支援などの役割が期待できる． また，

地震時や豪雨時における避難計画の策定，防災教育，防

災意識の啓発，防災まちづく り などを通じて，行政と地

域住民のリ スクコミ ュニケーショ ンの推進などに役立つ

と期待される．
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